
取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

１みんなで支えあい 子どもの成長と子育てを支える環境が整ったまち
　(1)就学前教育・保育の充実
　　①多様なニーズに応じた保育サービスの充実

適正な受入れ枠の確保

就学前教育･保育における適正な受入れ枠について
検討を進めながら、保育園、幼稚園、こども園、地
域型保育事業所において受入れ枠を確保していきま
す。

かわしま保育園（現かわしまこども園）の増改
築工事及び日永ハートピア保育園の新築工事に
対する補助を行い、保育環境及び提供体制の充
実を図った。

626,481 B
引き続き低年齢児の受入れ体
制の充実に取り組んでいく。

保育幼稚園課

保育所延長保育事業
保護者の多様化する勤務時間や通勤時間等に対応す
るため、開所時間を超えた延⻑保育を実施します。

延⻑保育事業を32園で実施した。
 〔R04：32園 223人〕
 〔R03：32園 281人〕

47,812 B
引き続き、保護者の勤務時間
や通勤時間等に対応した延⻑
保育を実施していく。

保育幼稚園課

保育所休日保育事業

日曜日・祝日に勤務する保護者の増加に対応するた
め、認可保育所における休日保育の実施園の増加を
図ります。

私立保育園３園で休日保育事業を実施した。
  〔R04：3園   1,425人〕
  〔R03：3園   1,582人〕

90,000 B
引き続き、保護者の働き方の
多様化に対応した休日保育を
実施していく。

保育幼稚園課

保育所一時保育事業

保護者の育児疲れや急病等により、家庭において保
育を受けることが一時的に困難となった場合に利用
できる一時保育の実施園を増やしていきます。

私立保育園15園、公立保育園２園で一時保育事
業を実施することができた。
また、第2子以降出産後における保護者の心身
の負担軽減を図るため、2回分の無料券を配付
した。
 〔R04：17園 6,153人〕
 〔R03：17園 5,566人〕

41,262 B
引き続き、保護者の育児疲れ
や急病等などの理由に対応す
る一時保育を実施していく。

保育幼稚園課

私立幼稚園預かり保育･一時預か
り事業

保護者に対する育児支援及び子どもの健全育成を図
るため、通常保育終了後に在園児の一時預かりを実
施します。

新制度に移行した私立幼稚園７園で実施した。
 〔R04：7園 35,862人〕
 〔R03：6園 31,894人〕

15,897 B
引き続き、一時預かり事業の
ニーズに対応していく。

保育幼稚園課

病児保育事業

【拡充】
市内医療機関の協力を得ながら、新たな開室を進め
るほか、定員の拡充、開室時間等について検討を進
めていきます。

コロナ禍においても、一人でも多くの児童を受
け入れられるよう継続して開室し、利用者数も
増加した。
また、組回覧を行い、４か所の病児保育室及び
病児保育予約受付システム「あずかるこちゃ
ん」の周知を行った。
〔R03：延べ利用者数 1,147人〕
〔R04：延べ利用者数 1,428人〕

66,242 B

引き続き児童の受入に努める
とともに、４か所の病児保育
室及び左記のシステムの周知
に向けて、広報活動に重点を
置く。

こども未来課

認可外保育施設への支援
認可保育所での保育の実施が困難な児童を受け入れ
る認可外保育施設を対象に支援を行います。

一定基準を満たした認可外保育施設と、当該施
設の利用児童に対して補助を行った。

4,370 B
引き続き、一定基準を満たし
た施設を対象に支援を行って
いく。

保育幼稚園課
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取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

事業所内保育所への支援
企業が整備する認可を受けた事業所内保育所に対し
て支援を行います。

低年齢児の待機児童に対応するため、事業所内
保育所に対し引き続き支援を行った。
〔R04: 3施設〕
〔R03: 3施設〕

79,160 B

引き続き、従業員以外の地域
の保育を必要とする子どもを
受け入れる施設に対して支援
を行っていく。

保育幼稚園課

保育士等人材確保事業

共働き家庭の増加等に伴い、依然として保育の利用
ニーズが高まっているため、就業継続及び新たな人
材の確保に向けた支援に取り組むことで保育環境の
充実を図ります。

保育士の給与改善や用務員の配置を実施し、保
育環境の充実を図った。また、四日市市で働く
保育士の魅力を伝えるPRパンフレットや専用
ホームページを作成し、四日市私立保育連盟が
主催する就職ガイダンスへの経費補助するな
ど、保育人材の確保に取り組んだ。

160,798 B

引き続き、これまでの人材確
保事業を実施し、令和５年度
は、勤続年数に応じて就労奨
励金を支給する事業を開始
し、保育士の確保及び定着化
に取り組む。

保育幼稚園課

　　②発達に応じた教育・保育環境の向上

適切な集団規模における教育環
境の確保

幼児期における適切な集団規模での教育が困難な公
立幼稚園については、認定こども園においてその役
割を保障していきます。

桜・富田・三重・川島地区内における保育園の
幼保連携型認定こども園への移行（令和５年４
月）に向けた準備を行った。

40,507 B

富洲原・八郷・下野地区内に
おける保育園の幼保連携型認
定こども園への移行（令和６
年４月）に向けた準備を行
う。

保育幼稚園課

保育士・幼稚園教諭・保育教諭
の経験に応じたステージ別研修

保育士・幼稚園教諭・保育教諭の資質向上を図るた
め、職種や年代ごとの課題に対応した研修の充実を
図ります。

経験年数に応じた３つのステージで、R5年度認
定こども園での教育認定３歳児受け入れにあた
り、３歳児の発達や遊びについて学びあった。

ー B

幼児教育センターのR5年度開
設に伴い、４つの職層別研
修、専門研修、全体研修にお
いて、職員の資質向上を図っ
ていく

保育幼稚園課

保育園・幼稚園・こども園合同
研修

就学前の教育・保育について、保育園・幼稚園・こ
ども園の相互理解を一層進めるため、保育士・幼稚
園教諭・保育教諭の合同による研修の充実を図りま
す。

幼稚園教諭・保育士・保育教諭の合同研修とし
て、所属⻑対象、５歳児担当対象に実施し、⼤
学教授等を講師に招き、講演内容を基に共通の
認識をもって、それぞれの立場から保育・教育
の課題について検討し、相互理解を深めた。

ー B

幼児教育センターのR5年度開
設に伴い、４つの職層別研
修、専門研修、全体研修にお
いて、職員の資質向上を図っ
ていく

保育幼稚園課

年齢別カリキュラムに応じた教
育・保育

乳幼児教育・保育ビジョンに応じた年齢別カリキュ
ラムのもと、子どもの健やかな育ちを中心に就学前
教育・保育の充実を図ります。

年齢別のカリキュラムに沿った教育・保育を提
供するため、保育基礎研修、課題別研修、人権
研修を行った。各園園内での還流研修に取り組
んだ。

ー B

R5年に新たな年齢別カリキュ
ラムの検討、作成を行い、四
日市市公私立園での活用を目
指していく。

保育幼稚園課

特別支援保育・教育の研修

特別な支援が必要な子どもへの多様な対応が求めら
れる中、保育士や幼稚園教諭、保育教諭の専門的な
知識の習得を図るため、研修内容を充実させていき
ます。

特別支援保育研修を年間計画を基に研修を行っ
た（事例検討。講演会等）。
関係機関(こども発達支援課・教育支援課・あけ
ぼの学園・特別支援学校等)との連携を図り保育
現場における研修を各園で随時行った。

ー B

支援を要する子どもへの理解
を深め、指導や支援の具体的
な方法について、学ぶ機会を
充実させていく。

保育幼稚園課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
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る）

令和５年度の取組に
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担当課

大学との連携による保育士・幼
稚園教諭・保育教諭の資質向上
研修事業

⼤学との連携により、将来の人材育成を見据えた公
私立の保育園や幼稚園、こども園における職員の研
修体制を構築していきます。

三重⼤学との連携し、9園で各園の課題に沿っ
たテーマを設定し園内研修を行った。

156 B

⼤学と連携し、⼤学教員の派
遣による助言・指導などを通
じて、各園保育者の資質向上
に努めていく。

保育幼稚園課

就学前こども芸術・文化体験事
業

子どもたちの可能性を引き出し、豊かな感性を育む
ため、就学前の保育園・幼稚園・こども園の在園期
間に質の高い芸術・文化に触れることのできる機会
を提供していきます。

プロの音楽家による「管楽器」「打楽器」「弦
楽器」などの演奏を各園に配信した。

3,248 B

引き続き、音楽の生演奏など
様々な芸術体験を通じ、子ど
もたちの豊かな感性を育むこ
とができるように取り組んで
いく。また、コロナ禍での試
行を踏まえ、R5年度からは各
園で柔軟に企画し実施できる
手法に見直す。

保育幼稚園課

公立保育園・幼稚園・こども園
の施設改修等の整備

公立保育園・幼稚園・こども園の施設の整備・改修
及び維持管理を行い、保育・教育環境の向上を図り
ます。

公立保育園で外壁改修工事（２園）、内装改修
工事（１園）、屋根改修工事（２園）、屋上防
水工事（１園）を実施し、翌年度工事に向けて
公立保育園で外壁改修工事（２園）、屋根改修
工事（１園）、空調更新工事（１園）の設計を
実施した。

203,255 B
引き続き施設の整備・改修及
び維持管理を行い、保育・教
育環境の向上を図っていく。

保育幼稚園課

私立保育園の施設改修等の整備
私立保育園の施設の整備・改修等に要する経費の一
部補助を行い、保育・教育環境の向上を図ります。

かわしま保育園（現かわしまこども園）の増改
築工事及び日永ハートピア保育園の新築工事に
対する補助を行い、保育・教育環境の向上を
図った。

626,481 B
引き続き私立保育園・こども
園の整備に対し補助を行って
いく。

保育幼稚園課

　　③幼保こ小中連携の促進

公私立の保育園・幼稚園・こど
も園、小学校との連携

公私立の保育園･幼稚園･こども園、小学校との連携
を生かした「学びの一体化」を推進し、小学校への
円滑な接続を図ります。

各中学校区において、感染症対策を講じながら
公開保育・授業や合同研修を計画し、小学校へ
の円滑な接続を前提に連携を図った。

ー B

園と小学校との連携を深め、
幼児教育センター教員アドバ
イザーと連携し、滑らかな接
続に向けて取り組む。

保育幼稚園課
指導課

就学前から中学校卒業時までの
一貫した新教育プログラムにお
ける学び

新教育プログラムの６つの柱に基づいた就学前から
義務教育段階への系統的で一貫した学びを進めま
す。

新教育プログラムを念頭に置き、園のビジョ
ン、保育教育計画作成を行った。各中学校区で
も引き続き情報共有を行った。

ー B
引き続き、園や中学校区で取
り組みについて研修を実施し
ていく。

保育幼稚園課
指導課

中学校区での防災訓練（幼保小
中連携）

各校園が連携し、合同訓練等実状にあった訓練を多
様な方法で実施します。

コロナ禍で、規模縮小等の対応を図りながら、
数中学校区において、校種で連携した避難訓練
を行った。（橋北・港・保々中校区）

− B

中学校区の校園が連携した防
災訓練等を実施できるよう担
当者研修会等での働きかけを
続けていく。

指導課
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評価のポイント
（AまたはCの場合に限
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担当課

保育実習・職場体験活動（幼保
こ中連携）

中学校家庭科における保育の体験実習及び中学校職
場体験学習を保育園や幼稚園、こども園で実施しま
す。

⻄朝明、中部、⼤池、⽻津中学校区は新型コロ
ナウイルス感染症の影響から実施を見合わせた
が、上記以外は実施した。

− B
キャリア形成に向けて、状況
を見据えながら実施していく

指導課

英語指導員による外国語活動
公立園に英語指導員を派遣し、英語の楽しさを体感
させながら国際理解教育の充実を図ります。

英語指導員を１・２学期に１回ずつ全幼稚園・
こども園に派遣し、英語を交えた交流を実施。
3学期は、上記に加えて保育園にも派遣した。

134,043 B

就学前から英語に出会い、五
感を通して国際理解の芽生え
を養えるよう引き続き実施し
ていく。

指導課

発達障害等早期支援事業（プロ
ジェクトU –８事業）

（基目2-基施(2)-推施①より再掲） こども発達支援課

就学相談・巡回相談支援事業 （基目2-基施(2)-推施①より再掲）
こども発達支援課
教育支援課

　(2)子育て家庭への支援

　　①多様な子育て支援サービスの充実

ファミリー・サポート・セン
ター事業

事業の認知度と相互援助活動の理解を高めるための
一層の周知を図るとともに、援助会員の確保につな
がるインセンティブなどの検討を進めていきます。

コロナ禍においても継続して事業を実施した。
新型コロナ感染症対策を講じながら、援助会員
講習会を実施するとともに、⺠生委員・児童委
員などが集まる場にてPR活動を行う等し、援助
会員と依頼会員の不均衡を解消するため援助会
員の確保に努めた。
また、７月より利用料の改定及びひとり親世帯
等への補助制度を開始した。
 〔依頼会員  850人（R03:882人）〕
 〔援助会員  579人（R03:577人）〕
 〔活動件数 1,396件（R03:1,144件）〕

15,064 B

引き続き援助会員の確保のた
めに⺠生委員・児童委員など
が集まる場へ出向いての周知
活動や講習会の実施等に取り
組んでいく。また、広報等を
活用し、令和４年７月より開
始した利用料補助制度の周知
に努めていく。

こども未来課

子育て支援センター事業

第1次公立幼稚園の適正化計画に基づき現在進めら
れている認定こども園に併設型の子育て支援セン
ターを設置していきます。

市内23か所の子育て支援センターにおいて、受
入人数の制限や、午前・午後の入替、また、お
もちゃやフロアの消毒等感染症拡⼤防止対策を
講じながら、親子同士の交流や子育ての相談な
どを行った。
 〔R04: 23か所 延 94,039人〕
 〔R03: 22か所 延 73,810人〕

73,467 B

引き続き、子育て支援セン
ターで継続して事業を実施す
るとともに、備品等の購入に
より環境整備を図る。
また、私立子育て支援セン
ター2か所が実施する施設整備
に対して、補助を行う。

こども未来課

保育園や幼稚園における地域の
子育て支援

園の開放や、親子や子ども同士の交流、地域交流、
育児の相談などを通して、幼稚園・保育園に入園し
ていない地域の子どもの健やかな成⻑と保護者の育
児を支援します。

新型コロナウイルス感染症拡⼤防止のため、状
況に応じて利用人数の制限をしながら、公立保
育園・幼稚園・こども園、私立保育園・幼稚
園・こども園において、地域の未就園の子ども
の健やかな成⻑と保護者の育児支援を行った。

10,257 B

基本的な感染症対策を継続
し、園開放や育児相談等を行
い、地域の未就園の子どもの
健やかな成⻑と保護者の育児
支援を行っていく。

保育幼稚園課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

保育所一時保育事業 （基目1-基施(1)-推施①より再掲） 保育幼稚園課

第２子以降子育てレスパイトケ
ア事業

第２子以降の子どもの出産後における保護者の心身
の負担軽減を図るため、生まれた子の兄・姉を産後
１２か月までの間に市内の認可保育園に一時的に預
けたときに一時保育の利用料が２回まで無料になる
「保育無料券」を発行します。

申請のあった第２子以降を出産した産婦に対
し、２回分の「保育無料券」を交付した。ま
た、⺟子手帳交付時や出生届受付時における案
内文書の配付及び年２回広報よっかいちへの掲
載を行い、制度の周知に努めた。
 〔R04発行枚数：380枚〕
 〔R03発行枚数：381枚〕

317 B

利用可能施設に市内病児保育
室を追加し、引き続き、申請
のある産婦に対し２回分の
「保育無料券」を交付する。
また、⺟子手帳交付時や出生
届受付時、広報よっかいちに
て制度の周知に努める。さら
に、「保育無料券」だけでな
く、多様なサービスが利用可
能なクーポン事業の検討を行
う。

こども未来課

私立幼稚園預かり保育･一時預か
り事業

（基目1-基施(1)-推施①より再掲） 保育幼稚園課

病児保育事業 （基目1-基施(1)-推施①より再掲） こども未来課

学童保育所への支援

・学校施設をはじめ、学校周辺の公共施設の利活用
を推進するとともに、利用児童数の増加に対応した
受入れ枠拡⼤への支援に取り組みます。
・研修制度の再構築を進め保育の質の向上を図ると
ともに、指導員の処遇改善を進め安定した継続雇用
と新たな人材確保に向けた支援の充実を図ります。
・運営主体の負担の軽減を図る方策の検討を進める
とともに、継続的に巡回訪問を実施して、個々の諸
課題の解消に向けた支援に取り組みます。

・利用希望児童数の増加に応じ、施設の新築や
増改築を実施し、受入れ態勢を拡充した。
・指導員の賃金改善を進めるため、処遇改善補
助を拡充した。
・保育の質を向上させるため、指導員のキャリ
アに応じた階層別の研修に加え、新たに交流会
を設け、具体例に基づくワークを実施した。新
型コロナウイルス感染症の影響下であったが、
状況に応じてオンラインと対面、ハイブリッド
方式など、工夫しながら研修を開催しました。
・個々の学童保育所の運営支援と負担軽減のた
め、全学童に対して、巡回訪問及び監査を行っ
た。保育面、運営面の課題や施設の新設などの
相談を直接聞き取り対応し、運営の負担の軽減
に努めた。

〔R04：69か所 2,457人〕
〔R03：68か所 2,387人〕

602,879 B

・ニーズを把握しながら、⼤
型化している学童保育所の受
入れ態勢の整備に対して支援
するとともに、学校施設をは
じめ、学校周辺の公共施設を
利活用を進めていく。
・指導員の研修体制のの充実
と処遇改善を進め、保育の質
の向上と人材の確保に努めて
いく。
・個々の学童保育所が抱える
保育面、運営面の課題や施設
の新設などの相談にきめ細や
かな支援を行っていく。

こども未来課

子育て支援ショートステイ事業

家庭で一時的に養育が困難となった場合や、緊急一
時的に保護を必要とする場合等に、施設において子
どもを一時的に養育又は保護を行います。

引き続き、養育上の課題を抱える家庭に対して
事業を実施し、保護者のレスパイト支援等の養
育負担の軽減を図った。
〔実利用者数 ：R04    49人(R03   49人)〕
〔延べ利用者数：R04   460人(R03   579人)〕

2,546 B

今後もレスパイト支援を中心
に事業を実施し、養育負担の
軽減を図ります。また、緊急
時の対応も実施し、引き続き
児童虐待の未然防止を図りま
す。

こども家庭課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

養育支援訪問事業 （基目2-基施(1)-推施①より再掲） こども家庭課
ひとり親家庭等日常生活支援事
業

（基目2-基施(1)-推施②より再掲） こども家庭課

　　②子育ての負担・不安・孤立感を和らげる相談事業の充実

利用者支援事業

【充実】
利用者支援専門員（子育てコンシェルジュ）の間で
情報共有や連携体制の充実を図り、それぞれの家庭
に合った子育て支援情報の提供や相談、助言等を行
うとともに、子どもや親子が安心して活動や交流等
ができる拠点的な施設への新たな配置を検討してい
きます。

こども未来課窓口、単独型の子育て支援セン
ター（２か所）、こども子育て交流プラザの４
か所に利用者支援専門員（子育てコンシェル
ジュ）を配置して、子育てに関する情報の収集
や、それぞれの子育て家庭に合ったサービスの
情報提供を行った。
また、コロナ禍においても継続的に相談事業を
実施できるよう、こども未来課窓口に設置した
相談専用ダイヤル及びスマートフォン等を活用
したオンラインによる相談の周知を図った。

5,863 B

4か所の利用者支援専門員で連
携し、適切なサービスの提供
につなげるための体制を整備
していく。
また、重層的支援体制整備事
業の開始に伴い、関係各課と
の連携を強化し、地域住⺠の
複雑化・複合化した支援ニー
ズに対応する包括的な支援を
実施する。

こども未来課

児童虐待をはじめとする家庭児
童相談事業

専門職の増員を含めた組織の体制強化に努め、育児
や家族、虐待などの子どもの家庭問題に関する相談
を実施するとともに、「子ども家庭総合支援拠点」
を設置して、在宅支援を中心とする専門的な支援を
実施していきます。

心理担当職員による発達検査を実施する等、児
童の心理面における対応を強化し、児童虐待等
の子どもの家庭問題に専門的な支援を実施し
た。また、心理担当職員が子育て支援センター
に出向き、発達相談も開始した。

新規相談件数R04   850件（R03   758件）
（内、虐待相談 R04 765件(R03  655件））

ー B
引き続き、子どもの家庭問題
に関する相談に対応し、専門
的な支援を実施していく。

こども家庭課

子育て支援センターにおける相
談事業

市内各所に設置された子育て支援センターの保育士
が、未就園児家庭の子育ての不安や悩みに寄り添っ
た相談支援を行います。

支援担当保育士が日常的に相談を受けるほか、
保健師、栄養士等による専門相談を実施し、保
護者の育児に対する不安の軽減を図った。
〔相談件数  3,687件  （R03 3,292件）〕
〔専門相談件数 775件  （R03 391件）〕

− B
引き続き相談支援の場を提供
していく。

こども未来課

地域に出向いて実施する保健
師・栄養士相談事業

子育て支援センターや保育園のあそぼう会のほか、
地域で行われる子育て支援事業や子育てサロン等に
保健師や栄養士等が出向き、育児等の相談を行いま
す。

地域の子育て広場、子育てサロン等へ保健師、
管理栄養士、⻭科医師が参加し、育児等に関す
る相談を実施。
  9か所 計19回（R03 5か所 計5回）

ー B

引き続き、地域の子育て支援
事業等へ参加し、⺠生委員・
児童委員と必要に応じて連携
した支援を行う。

こども保健福祉課

母子・父子自立支援員によるひ
とり親家庭の生活相談

（基目2-基施(1)-推施②より再掲） こども家庭課
子どもの発達に関する相談・支
援

（基目2-基施(2)-推施①より再掲） こども発達支援課

就学相談・巡回相談支援事業 （基目2-基施(2)-推施①より再掲）
こども発達支援課
教育支援課

障害児相談支援事業 （基目2-基施(2)-推施②より再掲） こども発達支援課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

民生委員・児童委員による相談

地域の中での身近な相談窓口として、⺠生委員・児
童委員が生活の中での困りごとや悩みごとに関する
相談・助言を行います。

⺠生委員・児童委員が受けた子どもに関するこ
との相談件数
  R04 3,349件（R03 3,239件）

− B
引き続き子どもに関する相談
や助言を行う。

福祉総務課

青少年育成室における青少年と
その家庭の悩み相談事業

学校外でのいじめ・生活・友人関係・問題行動・非
行等に関する⻘少年やその家族の悩み相談を実施し
ます。

・電話相談36回（R03 34回）
・面接相談  1回（R03    0回）

ー B

引き続き、電話及び面接での
相談事業を行っていく。ま
た、相談の内容に応じて担当
課の案内や情報共有を図って
いく。

こども未来課

地域の青少年相談員による相談
事業

学校や関係行政機関、地域の⻘少年育成団体が連携
し、継続して指導が必要な子どもや家族への相談、
助言、指導を行います。

各学校での相談事業を実施し、学校や家族との
つなぎとなる役割を行った。
〔相談件数515件 （R03 1,178件）〕

257 B
相談員の研修等を行い、資質
向上に努めていく。

こども未来課

　　③男女が共に子育てを行う意識の啓発・普及

父親の子育てマイスター養成講
座

父親の子育てに関する養成講座を実施し、育児を楽
しむ気持ちや育児への参画意識を高めるとともに、
職場での意識向上につなげてもらえるよう養成講座
の展開を図ります。

父親の子育てマイスター養成講座を実施し、修
了生188名を父親の子育てマイスターに認定
し、うち5名を「よかパパ相談員」に登録し
た。
 〔修了生 11名 （R03  10名）〕
また、養成講座修了生で構成される団体「パパ
スマイル四日市」と協働で、養成講座の企画・
運営を行ったほか、父親の子育て情報誌『よか
パパスイッチEX』を増刷した。

3,568 B

引き続き、養成講座を実施し
て父親の育児への参画意識を
高める。また、「パパスマイ
ル四日市」等と協働で養成講
座の企画・運営を行ってい
く。さらに、広報よっかいち
への掲載や、チラシ・ポス
ターを市内の商業施設に配架
したり、市SNSに掲載するな
ど父親の子育てマイスター養
成講座の周知拡⼤に努める。

こども未来課

育児学級「パパママ教室」 （基目3-基施(1)-推施①より再掲） こども保健福祉課

学習機会提供事業
親子を対象とした講座を開催し、子どもや保護者に
対して男女共同参画の啓発を図ります。

市⺠企画講座において、家族で家事育児の分担
について話し合う時間を設け、今後の分担を見
直すきっかけにできた。また、親子を対象に、
絵本や紙芝居の読み聞かせの講座を通して、男
女共同参画について考える機会とした。

41 B

今後も市⺠企画等により、親
子で参加できる講座を実施
し、男女共同参画の啓発を
図っていく。

男女共同参画課

　　④ワーク･ライフ･バランスの促進

企業への働きやすい環境づくり
の啓発

四日市市「男女がいきいきと働き続けられる企業」
表彰制度を活用し、企業等に対して各種制度の導入
を促すことで、子育て支援環境の充実を啓発しま
す。

・ワークスタイル・イノベーション推進事業と
して、働き方改革に関する企業内研修を実施す
る市内企業4社へ講師を派遣
・１社の表彰式を実施
・広報等に表彰制度や被表彰事業所について掲
載

450 B

企業内研修の講師派遣先募集
枠を10社に拡⼤し、働きやす
い職場づくりを推進してい
く。
また、表彰制度の見直しを行
い、引き続き周知を図る。

商業労政課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）
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評価のポイント
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令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

仕事と子育ての両立ができる職
場環境支援事業

仕事と子育ての両立を推進するため、働きやすい職
場環境づくりのための施設や制度の整備を進める企
業に対して支援を行います。

・四日市市中小企業働きやすい職場づくり支援
事業費補助金について、就業規則の改正や、
ハード整備を行った企業の支援を実施
（補助金支給件数12件）

4,630 B
引き続き周知を図り、働きや
すい職場づくりを推進してい
く。

商業労政課

ワーク･ライフ･バランス推進事
業

ワーク･ライフ･バランスを進めるため、企業に対し
外部講師による出前講座等を実施します。

商工会議所と連携して会報誌「商工春秋」に募
集記事の掲載依頼を行った。また、商業勤労課
と連携し、市内企業1,500社へ送付する雇用実態
調査に出前講座のチラシを同封し、周知を図っ
た。新型コロナウイルス感染症の影響もあった
が、１社から応募があり、仕事と子育てとの両
立について啓発できた。

15 B
多くの企業から申込みいただ
けるよう、より一層周知に努
める。

男女共同参画課

事業所内保育所への支援 （基目1-基施(1)-推施①より再掲） 保育幼稚園課

就労中の妊産婦の健康管理の啓
発

⺟子健康手帳交付時に、就業中の妊婦に対し、⺟性
健康管理指導事項連絡カードの周知を行い、安全な
妊娠・出産のための健康管理について啓発します。

⺟子健康手帳交付時に、⺟性健康管理指導連絡
カードの周知を実施。
妊娠届出者数 2,157人（R04 2,277人）

ー B
引き続き安全な妊娠・出産の
ための健康管理について啓発
していく。

こども保健福祉課

　　⑤子育てに関する情報提供の充実
利用者支援事業 （基目1-基施(2)-推施②より再掲） こども未来課

子育て支援センター等における
情報提供

子育て支援センターやこども子育て交流プラザ、児
童館、保育園･幼稚園･こども園など、地域の身近な
子育て支援施設において子育てに関する情報の提供
を行います。

よっかいち子育てガイドブックや、各種チラシ
を配架するなどし、子育てに関する情報の提供
を行った。

ー B
引き続き、身近な子育て支援
施設において子育てに関する
情報の提供を行う。

こども未来部各課

各種ツールを生かした情報の発
信

市ホームページや広報よっかいち、子育て支援アプ
リなど、各種ツールを生かした効果的な情報発信に
取り組みます。

市ホームページなど各種ツールを生かした医情
報発信に努めた。なお、令和４年度から子育て
支援アプリ「よかプリコ」に予約システム機能
を導入し、オンラインで離乳食教室の申し込み
をできるようにした。

− B
引き続き、各種ツールを生か
した、子育てに関する情報発
信を行っていく。

こども未来部各課

子育てサークルなどの活動支援
事業

子育て支援センターやこども子育て交流プラザにお
いて、子育てサークルやボランティアグループの情
報を提供します。また、単独型子育て支援センター
及びこども子育て交流プラザにおいて貸室を行うこ
とで子育てサークルの活動を支援します。

単独型子育て支援センターにおいて、貸室事業
を実施し、子育て中の親子同士のつながりを作
り、子育てサークルの活動の支援を行った。
〔貸室利用実績 延 2回（R03 延  0回）〕

また、こども子育て交流プラザにおいて、子ど
もや子育てに関わる団体の活動拠点の提供とし
て、貸室事業を行った。
〔貸室利用実績 延79回（R03 延32回）

ー B

貸室事業を実施し、親子同士
の仲間づくりや子育てサーク
ルの活動支援等を行ってい
く。

こども未来課

　　⑥子育てにかかる経済的な負担の軽減



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

幼児教育・保育の無償化

保育園・幼稚園・こども園・地域型保育事業所、認
可外保育事業所等において、３〜５歳児及び市⺠税
非課税世帯における０〜２歳児の保育料を無償化す
ることで、子育て世帯を支援します。

令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化
の実施により、子ども・子育て支援新制度に移
行していない私立幼稚園、認可外保育施設等の
利用に関する給付を行い、子育て世代の負担軽
減を実施した。

688,239 B

引き続き、子ども・子育て支
援新制度に移行していない私
立幼稚園、認可外保育施設等
の利用に関する給付を行い、
子育て世代の負担軽減を図
る。

保育幼稚園課

第３子保育料の無償化
０〜２歳児を対象として、第３子以降の保育料を無
償化することで、子育て家庭を支援します。

平成30年度より、第3子の基準となる第1子目の
年齢制限を撤廃し、無償化を実施した。

112,473 B

令和元年１０月からの幼児教
育・保育の無償化実施によ
り、３歳以上の園児の保育料
が無償化となったため、０〜
２歳児を対象に引き続き、第
３子以降の保育料を無償化す
る。

保育幼稚園課

子ども医療費の助成
中学校終了までの子どもの保険診療にかかる自己負
担分を助成します。

中学生までの入・通院分にかかる医療費助成を
実施した。
〔受給者数  R04    39,095人 〕
        （ R03 39,935人）

1,069,969 B

引き続き、中学校修了までの
子どもの保険診療にかかる自
己負担分を助成する。

こども保健福祉課

不妊治療費の助成 （基目3-基施(1)-推施①より再掲） こども保健福祉課

就学援助

市立小中学校に就学することが経済的に困難と認め
られる児童生徒の保護者に対し、所得基準に応じて
学用品費や給食費等の費用の一部を援助し、義務教
育の円滑な実施を図ります。

全校で家庭学習におけるオンライン学習が実施
されたことに伴い、年額14,000円をオンライン
学習通信費相当分として、学用品費に上乗せし
て支給を開始した。また、小学校の給食費につ
いては、現物支給に変更することで、保護者は
支払いが不要になり、負担軽減を図った。

224,394 B
経済的な援助を必要としてい
る家庭に対し、必要な援助を
行うよう引き続き取り組む。

学校教育課

学童保育所保育料の軽減（利用
支援補助事業）

学童保育所を利用する就学援助家庭、ひとり親家庭
等に対し、保育料の負担軽減を図ります。

利用者の負担軽減を図るため、ひとり親家庭及
び就学援助家庭等に対して、保育料の負担分に
応じて月額5,000円を上限に補助を行った。
 〔対象児童数 315人（R03 321人）〕

18,725 B
利用支援補助を行い経済的負
担の軽減に取り組む。

こども未来課

児童手当の支給
中学校修了までの児童を養育している方に対して、
児童手当を支給します。

児童手当受給者数  R04 21,846人
        （ R03 23,264人）

4,580,450 B
引き続き、中学校修了までの
児童を養育している方に対し
て、児童手当を支給する。

こども保健福祉課

養育医療の給付
養育医療対象の乳児に対して、指定医療機関での医
療に対し給付を行います。

未熟児養育医療給付受給件数  R04 81件
              （R03 101件）

26,102 B
引き続き、養育医療対象の乳
児に対して、指定医療機関で
の医療に対し給付を行う。

こども保健福祉課

助産施設利用者への支援

経済的な理由により、入院助産を受けることができ
ない妊婦にかかる費用を支給し、入院助産を受ける
ことができるよう援助します。

助産制度の利用が必要な妊婦に対して、助産施
設入所による出産環境を提供し、入所に係る費
用の支援を行った。
〔入所支援件数 R04  9件（R03 11件）〕

276 B
助産施設の利用を必要とする
対象者に対して、引き続き必
要な支援を行っていく。

こども家庭課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

児童扶養手当の支給 （基目2-基施(1)-推施②より再掲） こども保健福祉課
自立を支援する就業支援給付 （基目2-基施(1)-推施②より再掲） こども家庭課
一人親家庭等医療費の助成 （基目2-基施(1)-推施②より再掲） こども保健福祉課
不育症治療費の助成 （基目3-基施(1)-推施①より再掲） こども保健福祉課
小児慢性特定疾病医療費の申請
受付等

（基目2-基施(2)-推施②より再掲） こども保健福祉課
小児慢性特定疾病児童日常生活
用具の給付

（基目2-基施(2)-推施②より再掲） こども保健福祉課

育成医療の給付 （基目2-基施(2)-推施②より再掲） こども保健福祉課
特別児童扶養手当の申請受付等 （基目2-基施(2)-推施②より再掲） こども保健福祉課
障害児福祉手当の支給 （基目2-基施(2)-推施②より再掲） 障害福祉課
障害者医療費の助成 （基目2-基施(2)-推施②より再掲） 障害福祉課
補装用具の支給 （基目2-基施(2)-推施②より再掲） 障害福祉課
日常生活用具の給付 （基目2-基施(2)-推施②より再掲） 障害福祉課

　(3)心身の健やかな成長を育む環境づくりの推進

　　①子どもの人権が尊重される環境づくりの推進

保育園・幼稚園・こども園での
人権教育

幼児期の子どもたちが人権感覚を育むことができる
よう園での人権教育や啓発を推進します。

生活やあそびの場において機会をとらえ、仲間
づくりの取り組み、人権意識の向上を図った。

ー B
乳幼児期から人権感覚が身に
つくことを目標に、引き続き
実施していく。

保育幼稚園課

保育園・幼稚園・こども園での
職員や保護者への人権研修

人権研修を通し自らの保育の実践を振り返る中で、
人権意識に関する認識と専門性をさらに高めていき
ます。また、保護者に対しても人権を身近に感じら
れるよう人権講座による意識啓発を図ります。

四日市市人権保育基本方針に基づき、保育教育
に携わる職員に人権保育研修を実施。様々な外
部研修に参加する機会をもち、園内でも研修を
行った。
また保護者を対象に、人権啓発のための研修会
を各園で随時計画した。

ー B

研修を通し自らの保育を振り
返る中で、人権意識に関する
認識とその専門性をさらに高
めていく。
保護者に対しても人権は身近
なことであることを感じられ
るよう引き続き啓発してい
く。

保育幼稚園課

児童虐待防止啓発の実施及び研
修会等

虐待防止に向けた市⺠へのパンフレットの配付やポ
スターの掲示など、啓発活動を促進し理解を深める
とともに、関係機関の対応力の向上のための研修会
等を開催し、取り組みの強化を図ります。

児童虐待防止を呼びかける動画を新たに制作
し、近鉄四日市駅周辺でデジタルサイネージに
よる放映や公用車等へのマグネットシート貼付
による啓発を行った。また、保育士等に対し、
対応力向上のための研修会を開催した。

906 B

引き続き、虐待防止の啓発動
画の放映や自動車にマグネッ
トシートを掲示するととも
に、主に関係機関を対象にヤ
ングケアラーの周知を図るた
めのリーフレット等による広
報や研修を行う。

こども家庭課

各地区人権・同和教育推進協議
会のイベント等の自主事業の開
催支援

各地区人権・同和教育推進協議会が開催するイベン
ト、学習会、研修会等への教材や講師の紹介、指
導･助言など、自主事業の開催支援を行い、各地域
での人権教育･啓発活動の充実を図ります。

人権センター、人権プラザにおいて情報提供等
を行い、必要に応じて支援した。

B

引き続き、各地区人権･同和教
育推進協議会の活動を支援し
ていく。 人権センター



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

子どものための出前講座等

保育園・幼稚園・こども園、学童保育所等からの申
し出を受け、ビデオ等を使い、相手を思いやる⼤切
さ、命の⼤切さなどを学ぶ出前講座を実施します。

人権アニメの上映や読み聞かせを23回実施し、
994人の参加があった。

B

引き続き、各保育園・幼稚
園・こども園・学童保育所等
のニーズを把握しながら実施
していく。

人権センター

学校人権教育リーダー育成研修
会

学校における人権学習や教職員・ＰＴＡ研修会、
「子ども人権フォーラム」等のファシリテーター
（促進役）を担う教職員を育成します。人権教育の
中に、メディアリテラシーとの関わりを位置づけま
す。

新型コロナウイルス感染症対策のため、オンラ
イン等の方法を併用して人権教育リーダー育成
研修会を実施した。研修会受講者を学校人権教
育推進人材バンクに登録し、校内研修等の機会
に143人を活用することができた。

194 B

実施方法を検討しながら、学
校における人権教育リーダー
の育成に向けた研修会を実施
していく。

人権・同和教育課

中学校ブロック人権文化創造事
業

全中学校区において小中学生を対象にした「子ども
人権フォーラム」を実施します。

新型コロナウイルス感染症対策のため実施方法
を工夫しながら、市内全22中学校区において実
施した。児童・生徒が主体的に参画し、フォー
ラムの運営をすることで、人権尊重の意識を高
めることができた。

1,091 B

各中学校区において、引き続
き子ども人権フォーラムを実
施し、児童・生徒の人権意識
を育んでいく。

人権・同和教育課

子ども人権文化創造事業（地域
人権教育推進事業）

人権プラザ（児童集会所・乳幼児室）において、子
どもや保護者の人権学習、仲間づくりのための活動
を実施します。

人権プラザが配置されている4地域において実
施。感染症対策を行いながら、保護者をはじめ
地域住⺠が中心となって、各地域の状況に応じ
て人権学習等に取り組むことができた。

2,944 B

各地域において、引き続き実
施し、自他の人権を尊重する
心情や、差別をなくすための
実践力を育んでいく。

人権・同和教育課

男女平等教育出前講座事業

希望する保育園・幼稚園・こども園、小･中学校等
に対して講師を派遣し、男女平等教育の講座を開催
して、子どもや保護者等への啓発を図ります。

男女平等教育出前講座を31か所54回実施し、
1,630人参加した。
保育園・幼稚園・こども園 計20園（926人）
小学校10校（676人）中学校1校（28人）

376 B

人権擁護委員及び市⺠団体と
協力し、幼少期から発達段階
に応じた男女平等教育を実施
していく。

男女共同参画課

民間企業における人権意識の啓
発支援

市内事業所が中心となり、人権課題の解決に向けた
取り組みを推進するために結成された四日市人権啓
発企業連絡会の活動を支援することで、⺠間企業の
人権意識の啓発を促します。

・人権センターと連携し、四日市人権啓発企業
連絡会と共催でリーダー研修会を開催
 〔参加者数 83名〕
・会員企業の社員を対象とした人権問題基礎講
座、差別をなくすための企業トップ研修会の費
用の一部を助成
 〔参加人数 人権問題基礎講座：26名、トッ
プ研修会：40名〕

60
（人企連へ
の補助金）

B

会員企業以外にも周知を行い
参加を促しながら、引き続き
支援を行う。

商業労政課

　　②心豊かでたくましく自立した子どもの育成

子どもの生活リズム向上事業

「早ね早おき朝ごはん」推進運動のもと、モデル
園･校を指定し、子どもの生活習慣の確立や向上に
向けて、保護者や園･学校等が連携して取り組みを
進めます。
 また、保護者・教職員等を対象に、研修会を実施
します。

・子どもの生活リズム全般の改善について、6
学校園の生活リズム推進委員会に事業委託を行
い、学校園と地域・家庭が連携した取組を行っ
た。
・研修会参加人数 78人（Ｒ03 71人）

461 B
学校園と地域・家庭と連携
し、子どもの生活習慣改善に
向けた取組を行っていく。

こども未来課
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R4決算額
（千円）
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評価

評価のポイント
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令和５年度の取組に
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担当課

児童館・移動児童館・こども子
育て交流プラザにおける体験活
動

【充実】
様々な創作活動、季節の行事、クッキング、⼾外遊
びを通して心身の健やかな成⻑を図り、社会性や創
造性の育成を支援します。また、こども子育て交流
プラザといった拠点的な施設の拡充も視野に入れた
検討を行っていきます。

新型コロナウイルス感染症拡⼤防止対策を講じ
たうえで、オリジナルしおり作りやクリスマス
リースなどの創作活動、七夕やお月見どろぼう
などの季節の行事のほか、卓球⼤会などのス
ポーツ活動やeスポーツ体験などの体験活動を
実施した。
〔児童館：
 実施回数 356回（R03 527回）〕
〔こども子育て交流プラザ：
 実施回数 338回（R03 307回）〕

1,941 B

こども子育て交流プラザを含
めた４館で、引き続き様々な
活動を実施し、より多くの児
童の参加を呼び掛けていく。
また、市内２か所目となる子
どもや親子が安心して活動や
交流ができる全市的な拠点施
設を新たに設置するため、整
備計画を策定する。

こども未来課

乳幼児期における芸術文化体験
（こども芸術体験事業）

保護者と乳幼児が一緒に生の音楽に触れることがで
きるコンサートを開催するなど、乳幼児期から音楽
をはじめとした芸術文化に親しむ機会を提供するこ
とで、豊かな人間性の涵養を図るとともに、将来の
文化の担い手育成につなげます。

○はじめてコンサート
プロの演奏家を招き、月1回程度、至近距離で
生の音楽を親子で体験できるコンサートを実施
した。
【実績】総合会館（4回）、塩浜子育て支援セ
ンター（4回）、橋北子育て支援センター（4
回）、のべ258組
○学校訪問事業
小中学校を訪問し、プロの演奏家と一緒にリズ
ム遊びを行うなど、子どもたちがともに演奏を
する楽しみを学ぶ機会を提供した。
【実績】6校、803人
○表現WS
第一線で活躍するプロの音楽家を講師に迎え、
子どもたちが音楽をはじめ、様々な方法で自分
を表現するワークショップを開催した。
【実績】のべ47人

2,673 B

継続して実施する。

令和5年度以降、市内の小学生
を対象とした、演劇表現によ
る学校訪問事業を開催する。

文化課

少年自然の家における体験活動

豊かな自然を生かした様々な体験活動を通して、自
己判断力、豊かな人間性、たくましい体力を身につ
けた子どもの成⻑を支援します。

野外活動などの主催事業及び学校事業などを通
して、子どもの成⻑を支援することができた。
〔利用者数 延26,038人（R03 延19,484
人）〕

172,120 B
子どもたちが参加したくなる
ような主催事業の支援や施設
の整備に努めていく。

こども未来課

青少年のリーダーを育成する研
修

子ども会活動に関わるリーダー活動に必要な資質と
能力の向上を図るためのジュニアリーダーやサブ
リーダー養成講習会を実施します。

市内小5〜高2まで33名の参加者があった。
子どもたちが協力して野外活動などを行うこと
で、リーダーとしての資質と能力を向上させ
た。

489 B

ジュニアリーダーやサブリー
ダー養成講習会を実施し、子
どもたちのリーダーとしての
能力向上に向けた取組を行っ
ていく。

こども未来課

万引き・非行防止教室
子どもを対象として、規範意識の向上を目指した出
前講座を実施します。

子どもや地域に対し、非行防止教室を2回実施
し、規範意識の向上を図ることができた。

ー B
子どもたちの規範意識を高め
るため、出前講座を実施して
いく。

こども未来課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

こども四日市（こどもがつくる
こどものまち）

中心市街地を舞台に、職業体験等による「こどもに
よるこどものためのまちづくり」を実施し、子ども
が自ら考え、行動する力等を育むとともに、子ども
同士の交流の場を提供します。

こども四日市2022、こども四日市探検隊、こど
も四日市ＧＯＬＤ市⺠会議、こども四日市ワー
クショップを実施し、年間1,731人の参加を得
た。

1,397 B

引き続き、職業体験等による
「こどもによるこどものため
の街づくり」を実施し、子ど
もが自ら考え、行動する力等
を育んでいく。

商業労政課

子ども人権文化創造事業（キッ
ズ・スクール、子どもの居場所
づくり活動支援）

人権プラザ（児童集会所・乳幼児室）での体験教室
や教養・文化・スポーツ活動への支援を行います。
また、自主的な学習や遊びへの支援を行います。

人権プラザが配置されている4地域において実
施。地域住⺠などを講師として、感染症対策を
行いながら、様々な体験学習や活動を実施し
た。

1,137 B

各地域において支援を継続
し、なかま同士や保護者と子
どもたちとの信頼関係を深
め、尊重し合う心を育んでい
く。

人権・同和教育課

自己実現支援事業（進路･就労に
つながる出会い･体験活動）

人権プラザを拠点に子どもたちの将来の夢につなが
るモデルとの出会いや学習・体験活動を実施しま
す。

人権プラザの配置されている4地域において実
施。感染症対策を行いながら、職業体験や社会
人との交流、社会見学等、自己実現への意欲を
高めるための事業を実施した。

1,848 B
各地域において、引き続き実
施し、子どもたちの自己実現
への意欲を高めていく。

人権・同和教育課

学童保育所における児童の健全
育成

児童が安心して過ごせる生活の場として相応しい環
境が整えられるよう支援の充実を図っていきます。

施設の改善に伴う小規模改修、エアコン設置工
事および新規開所した学童の備品購入費への補
助を行い、施設の整備を実施した。

4,167 B
児童が安心して過ごせるよう
施設の環境整備を支援してい
く。

こども未来課

子どもと若者の居場所づくり事
業

勤労者･市⺠交流センター及び市総合会館内におい
て、軽運動や音楽活動、学習、憩い、語らいの場を
提供し、⻘少年の自主的な活動を支援します。

登校サポートセンターふれあい 毎週土・日
総合会館 指定日曜日（年36回）
〔利用者数 延1,391人（R03 延1,134人）〕

4,682 B
居場所事業を行い、⻘少年の
自主的な活動を支援してい
く。

こども未来課

子ども広場

子どもの遊び場を整備する地域の活動に対して、子
どもや親子が安心して利用できるよう支援の充実を
検討していきます。

各地域団体等が管理する子ども広場の新設1か
所、遊具等の増設2か所、補修17か所、危険防
止対策2か所に対して補助金を交付した。

6,113 B
各地域団体等からの修繕等の
要望に応じて補助金を交付し
ていく。

こども未来課

おもちゃ図書館事業

おもちゃを通して、心身に障害のある子の情緒や生
活機能の発達を促進させるとともに、健常児との交
流が図れるように支援を行います。

おもちゃで楽しく遊ぶことを通して、障害のあ
る児童の情緒や身体機能の改善をし、障害のな
い児童との交流を図った。
新型コロナウイルス感染症対策のため、まん延
防止重点措置や緊急事態宣言期間中や健診等の
来館者の増が見込まれる日については休館とし
た。
〔利用者数2,829人、うち障害児17人〕
 （R03 2,024人、うち障害児17人）

1,570 B

引き続き、おもちゃで楽しく
遊ぶことを通して、発達に心
配のある児童の情緒や身体機
能の発達の促進に努めるとと
もに、障害のない児童との交
流を図っていく。

こども発達支援課

　　③家庭・地域における子育て力の向上

「家庭の日」啓発事業

イベントや広報よっかいち等を通じて多くの市⺠に
「家族の絆」・「家族のふれあい」を伝える啓発を
行い、「家庭の日（毎月第３日曜日）」の定着を図
ります。

保護者、教職員、一般の方を対象に実施する家
庭教育についての講演会を実施した。
〔参加人数：124人 （Ｒ03 中止）〕

281 B

多くの人に参加してもらえる
よう、広報の方法を工夫する
とともに、イベント内容の充
実を図っていく。

こども未来課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

家庭教育講座委託事業

家庭の教育力向上を目指し、講演会や研修会等によ
る自主学習を保育園・幼稚園・こども園、小・中学
校のPTAや保護者会に委託して実施します。

市内41校園の公私立保育園、幼稚園、こども園
及び小中学校に対し、家庭教育講座を委託し
た。

1,025 B

家庭の教育力向上を目指した
講演会や研修会などの自主学
習の実施の促進を図ってい
く。

こども未来課

ｅネット安心出前講座

低年齢からのインターネットの適正な利用の普及促
進を図るため、子どもやその保護者、⻘少年育成団
体等を対象に、出前講座を実施します。

出前講座を46回実施。生活リズムの重要性も講
座の中で伝えている。
また、3歳児健診時において、幼少期からの適
正なネット利用についての啓発リーフレットを
配布した。

ー B
インターネットの適正な利用
を推進するための啓発を行っ
ていく。

こども未来課

青少年ネット被害・非行防止研
修会

子どもを有害情報から守り、インターネットの適正
利用の啓発・普及を図るため、保護者・教職員・⻘
少年育成団体等を対象に、研修会や講演会を実施し
ます。

保護者、地域関係者、教職員を対象に講演会を
実施した。
〔参加人数：83人 （Ｒ03 約160人）〕

63 B
インターネットの適正な利用
を進めるための啓発を行って
いく。

こども未来課

生活リズム出前講座

子どもの基本的生活習慣の啓発・普及を図るため、
子どもやその保護者を対象に、出前講座を実施しま
す。

出前講座を12回実施。インターネットの利用に
ついても講座の中で伝えている。

ー B
出前講座を実施し、子どもの
基本的生活習慣の啓発・普及
を行っていく。

こども未来課

移動児童館事業

児童館のない地域を中心に市内各地へ出向き、子ど
も会・PTA・子どもに関わる活動団体等に対して遊
びの指導や遊具貸出を行います。

新型コロナウイルス感染症の影響による行事等
の自粛により、直接的な遊びの指導を行えない
期間もあったが、学童保育所の指導者等への遊
び指導を通して子どもたちに遊びを届けるなど
し、移動児童館を124回実施した。
 〔参加人数 6,069人 （R03 4,204人）〕

305 B

引き続き、移動児童館の一層
の周知に努めながら、活動を
展開し、事業の拡充を図って
いく。

こども未来課

　　④地域ぐるみで子どもを見守る活動の推進

地域一体の補導活動事業
中央補導員や地区補導員による地域での補導活動等
を行います。

中央補導 237回（R03 244回）
地区補導 各地区で夜間補導などを実施
     418回（Ｒ03 373回）

856 B
地域での補導活動等を推進す
る。

こども未来課

登下校時等の子どもの見守り活
動

地域の登下校安全指導員と地域、学校、行政が連携
して、「こどもをまもるいえ」設置の推進・普及を
図り、子どもの登下校時の安全・安心を推進しま
す。

市内33団体9,767軒 （R03  9,936軒）
各設置団体に連絡協力会を設置し、地区ごとの
情報交換会を行った。
また、新規登録者にはステッカーやチラシを渡
して活動について説明を行い、協力を依頼し
た。

228 B
地域と連携し、子どもの登下
校時の安全・安心を推進す
る。

こども未来課

「こども110番みまもりたい」
活動

企業等の協力により、「こども110番みまもりた
い」専用ステッカーを貼った車両が巡回し、子ども
が犯罪に巻き込まれないよう防止、保護活動を実施
します。

市や⻘少年育成市⺠会議の協力会社に協力を依
頼した。
〔協力事業所：25事業所〕

ー B
企業と連携し、子どもが犯罪
に巻き込まれないよう防止、
保護活動を推進する。

こども未来課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

有害情報等から子どもを守る啓
発活動

インターネットの適正利用の啓発・普及を図るた
め、PTA連絡協議会と連携し、研修会や出前講座を
実施します。

・研修会参加人数：83人 （Ｒ03 約160人）
・出前講座実施回数：46回（子育て支援セン
ターから中学校まで、また地域団体を対象）
・安全安心な利用のための啓発リーフレットの
作成・配布（約30,800枚）

175 B
インターネットの適正な利用
を進めるための啓発を行って
いく。

こども未来課

２親と子が安心して自立した生活を送れるまち

　(1)社会的な養育や支援の必要な子どもや家庭へのきめ細かな支援

　　①児童虐待防止対策の強化

児童虐待防止対策事業

・専門職の増員など組織の体制強化に努めていきま
す。
・「子ども家庭総合支援拠点」として、在宅支援を
中心とした、より専門的な相談への対応や調査・訪
問等による継続的な支援を行っていきます。
・児童虐待の未然防止、早期発見、早期対応のた
め、「子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネッ
トワーク会議」を中心に、関係機関と連携を深め、
情報の収集、共有を図りながら、きめ細かな対応を
行っていきます。

「子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネッ
トワーク会議」等を通じて、関係機関等と連携
しながら、事業を実施した。また、⻑引くコロ
ナ禍における影響で、児童虐待の危険性の高ま
りが懸念されることから、「支援対象児童等見
守り強化事業」を実施した。
〔虐待相談件数R03  765件（R03  655件）〕
〔支援対象世帯数（児童数）
       R04  46世帯（101人）
                    （R03  34世帯（80人））〕

10,109 B

 引き続き「子どもの虐待及
び配偶者からの暴力防止ネッ
トワーク会議」等を通じて関
係機関、関係団体、地域等と
の連携の強化を図るととも
に、「支援対象児童等見守り
強化事業」を活用しながら、
事業を実施していく。

こども家庭課

養育支援訪問事業

養育支援が特に必要な家庭を保健師や助産師、子育
て経験のある支援員（保育士等資格者）が訪問し
て、相談・指導・助言・育児援助等による支援を行
うことで、養育上の問題の解決・軽減を図ります。

養育上の問題の解決・軽減に向けて、家庭を訪
問し、子育て支援を行った。
〔訪問家庭数   R04   36件（R03  30件)〕
〔延べ訪問日数  R04 326件（R03 203件)〕

ー B

支援計画作成やアセスメント
実施の際に心理担当職員が参
加し、引き続き、より効果的
な支援を実施していく。

こども家庭課

育児フォローアップ事業

子育ての不安の解消に向けた養育支援訪問を補完す
る施策として、訪問型に加え来所型も可能な親支援
を行います。

保護者の育児負担や不安を軽減し、児童虐待の
未然防止を図った。
〔R04 訪問67 回  来所12回
  R03 訪問47 回  来所14回）〕

B
引き続き、子育て中の保護者
の支援を行っていく。

こども家庭課

対応力向上のための専門研修
関係機関等の対応力向上を図るため、外部講師の招
聘による専門研修を実施します。

保育士等に対し、対応力向上のための研修会を
開催した。

68 B
引き続き、児童虐待に関する
専門的研修を実施していく。

こども家庭課

女性相談事業

「子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネット
ワーク会議」や関係機関との連携及び情報共有を行
い、相談事業の充実を図ります。

・四日市市子どもの虐待及び配偶者からの暴力
防止ネットワーク会議に参加。（委員会議２
回、推進委員会議２回、A部会６回、B部会２
回、研修会２回）

ー B

引き続き、関係機関とスムー
ズに連携が取れるよう、顔の
見える関係づくりに努める。 男女共同参画課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

乳児院・児童養護施設への支援

乳児院・児童養護施設エスペランス四日市における
専門的な職員の配置等への助成や、運営協議会を通
して子どもの処遇向上の促進や円滑な運営の確保に
向けた支援を行います。

エスぺランス四日市運営協議会に参加し、現場
関係者の声を直接聞いた。また、児童虐待の被
害児童等へのケアや特別指導を行う専門的職員
の配置に係る経費の助成を行った。

15,997 B
運営協議会への参加及び補助
金の交付を継続する。 こども家庭課

児童館・こども子育て交流プラ
ザにおける中高生と乳幼児との
ふれあい交流事業

次世代の親となる思春期児童が、妊娠・出産等に関
する知識を習得したり、乳幼児やその家族とふれ
あったりする貴重な予備体験の機会を提供して児童
の健全育成を図るとともに、育児不安からくる虐待
の予防につなげます。

令和3年度に引き続き、新型コロナウイルス感
染症の感染状況により、中高生と赤ちゃんふれ
あい事業を実施することができなかった
〔実施回数 未実施（R3未実施）〕

ー C

新型コロナウイルス感染症
拡⼤防止のため、中高生と
赤ちゃんふれあい事業を実
施することが出来なかっ
た。

将来の子育てに対する不安を
軽減するため、新型コロナウ
イルス感染症の感染状況を踏
まえたうえで、実施してい
く。

こども未来課

　　②ひとり親家庭の自立支援の推進

母子・父子自立支援員によるひ
とり親家庭の生活相談

⺟子・父子自立支援員により、ひとり親家庭の父･
⺟の精神的な悩みを聞いたり就労支援につなげたり
するなど、自立に向けた相談を行います。

⺟子や父子からの相談に乗るとともに、適切な
支援を提案するなどした。
〔相談件数  R04  1,263件（ R03  1,091件）〕

ー B
ひとり親家庭の父⺟に対し、
⺟子・父子自立支援員が相談
指導等を行っていく。

こども家庭課

母子・父子福祉センターにおけ
るひとり親家庭・寡婦への支援

ひとり親家庭及び寡婦の生活の安定と自立を図るた
め、⺟子・父子福祉センターにおいて技能習得講座
や交流事業等を実施します。

指定管理者を通して、相談業務や情報提供、技
能習得講座等を実施した。

8,217 B
指定管理者を通して、相談業
務や情報提供、技能習得講座
等を実施する。

こども家庭課

自立を支援する就業支援給付

雇用保険制度の指定教育訓練講座などを受講するひ
とり親に対して、「自立支援教育訓練給付金」の支
給や、看護師など経済的自立に効果が高い資格取得
の修業に際し、「高等職業訓練促進給付金」を支給
するなど、ひとり親家庭の自立支援を推進します。

⺟子や父子からの相談に乗るとともに、適切な
支援を提案するなどした。
〔自立支援教育訓練給付金
         R04  4件（ R03    8件）
   高等職業訓練促進給付金
           R04  19件（ R03 12 件）〕

14,254 B
ひとり親家庭の父⺟に対し、
⺟子・父子自立支援員が事業
につなげる。

こども家庭課

児童扶養手当の支給
ひとり親家庭等を対象に児童扶養手当の支給を行い
ます。

児童扶養手当の支給
 受給者数： 2,099人  （R03  2,187人）

918,650 B
引き続き、ひとり親家庭等を
対象に児童扶養手当の支給を
行う。

こども保健福祉課

一人親家庭等医療費の助成
ひとり親家庭等の保護者と児童の保険診療にかかる
自己負担分を助成します。

一人親家庭等医療費助成
 受給者数： 2,950人 （R03  3,078人）

78,796 B
引き続き、一人親家庭等の保
護者と児童の保険診療にかか
る自己負担分を助成する。

こども保健福祉課

ひとり親家庭等日常生活支援事
業

ひとり親家庭等が疾病や急な残業などにより日常生
活に支障をきたす場合、家庭生活支援員を派遣し、
自立した生活が行えるよう、生活援助、子育て支援
を実施します。

ひとり親家庭等において、子育て支援や日常生
活上の支援が必要と認められる場合に、制度利
用への登録を促し、必要な支援を行った。
〔登録世帯数  R04  80世帯（ R03 77世帯）〕

124 B
制度の周知及び支援員の確保
に努め、対象家庭に対して必
要な支援を行っていく。

こども家庭課

学童保育所保育料の軽減（利用
支援補助事業）

（基目1-基施(2)-推施⑥より再掲） こども未来課

　(2)発達支援の必要な子どもや家庭へのきめ細かな支援

　　①途切れのない支援の充実



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

途切れのない支援体制

保育園・幼稚園・こども園で発達が気になる子ども
を必要な支援につなげるため、三重県立子ども心身
発達医療センターが開発したＣＬＭ（チェックリス
トイン三重）を活用し、成⻑過程に応じた適切な途
切れのない支援を行います。

【継続・充実】
保育園や幼稚園での「CLMと個別の指導計画」
作成検討会を実施した。
５歳児の場合は就学先の小学校にも参加を依頼
し、途切れのない支援につなげた。
〔公立幼稚園８園、公立保育園１４園実施、私
立幼稚園２園〕

― B

公立保育園、幼稚園、こども
園が「CLMと個別の指導計
画」に取り組む際に、支援を
行う。また、希望する私立保
育園、幼稚園、こども園で
「CLMと個別の指導計画」に
取り組めるよう支援を行う。

こども発達支援課

子どもの発達に関する相
談・支援

18歳までの子どもの発達に関する相談や５歳児保護
者アンケートを実施し、早期からの途切れのない支
援につなげます。

相談件数 1,225件（R03 1,216件） 4,648 B

引き続き、保護者等からの相
談とその後の必要な支援につ
なげることで、支援の充実を
図っていく。

こども発達支援課

就学相談・巡回相談支援事業
発達に課題のある子どもとその保護者や保育士等へ
の就学相談・巡回相談を行います。

就学相談 247人（R03  243人）
巡回相談 4歳児以下 207人（R03 212人）
     5歳児園相談 42人（R03 48人）

2,146 B

相談を受けるとともに、必要
な子どもには、Ｕ−８事業等
の必要な支援につなげてい
く。

こども発達支援課
教育支援課

発達障害等早期支援事業
（プロジェクトＵ－８事
業）

ことばや対人関係、学習上の基礎的な能力に課題が
ある子どもに対し、早期に対応し、園や学校と連携
を取りながら、自己肯定感を持って小学校への就学
や学校生活を楽しく過ごせるように支援します。

ことばの教室       44人
まなびの教室       23人
ともだちづくり教室    47人
子どもの見方ほめ方教室  47人

2,254 B

引き続き、子どもが自己肯定
感を持って、園や小学校での
生活を楽しく過ごせるように
支援していく。

こども発達支援課

　　②質の高い専門的な発達支援の充実

あけぼの学園における保育園・
学校等との連携の強化

地域における中核的な役割を果たす児童発達支援セ
ンターとして、学校・園や障害児通所支援事業所等
と連携を強化し、地域支援体制の充実を図っていき
ます。

保育所等訪問支援の実施人数：107人 ― B

児童と関わりのある各機関と
連携を強化し、専門職による
きめ細かい支援を行ってい
く。

あけぼの学園



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

専門的支援が必要な児童への発
達支援

専門的な発達支援が必要な乳幼児の早期支援・療育
の場として、心身の基礎的発達を促すための支援を
行うとともに、保護者に対して子どもの理解や育
児・養育面などについて相談・助言を行います。

週5日通園：22人
週3日通園：14人
週2日通園：27人
週1日通園：137人
センター利用児訓練197人
児童発達支援（個別訓練）：191人
障害児相談支援計画作成：777件
障害児相談支援ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施：1696件
放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ（集団支援）：23人
放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ（個別支援）：397人

校内ふれあ
い教室を中
学校３校増
設し、計９
中学校に設
置した。
（実績）
登校サポー
トセンター
入級児童生
徒数１０３
人
校内ふれあ
い教室入級
生徒数１１
３人
訪問支援回
数 のべ８
回

B

発達支援が必要な児童の個性
や能力、課題を的確に捉え、
今後も専門職によるきめ細か
い支援を行っていく。

あけぼの学園

障害児通所支援事業

障害のある子どもが身近な地域で、障害児通所支援
サービス（児童発達支援、保育所等訪問支援、放課
後等デイサービス）を受けられるよう充実を図りま
す。また、医療的ケアの必要な子どもについても、
対応できる事業所の充実を図ります。

放課後等デイサービス利用延人数 916人
            （R03 854人）

1,660,634 B

障害のある子どもにとって適
切な支援が行われるように、
相談支援事業所等と連携を取
り、必要なサービスにつなげ
ていく。

こども発達支援課

障害児相談支援事業

障害児通所支援を利用するときに、相談支援事業所
において、障害児支援利用計画を作成し、適切な
サービス利用の継続的な支援を行います。

相談支援事業所の開設を推進し、障害児通所支
援の利用者が、利用計画に基づいて支援が受け
られるよう、相談支援事業所による利用計画等
作成を支援した。
      延1,471人（R03 延1,288人）

71,514 B
相談支援事業所における利用
計画作成とモニタリングの増
加を図っていく。

こども発達支援課

特別支援保育体制

公立保育園・幼稚園・こども園を中心に、支援が必
要な子どもの受入れを進め、子どもの成⻑･発達の
推進を図ります。

入園の受入れを行うにあたり、あけぼの学園通
園の保護者への説明会や、特別支援保育専門委
員によるあけぼの学園の相談会を実施した。ま
た、保護者の希望により、保育・教育内容の見
学を各園で受入れた。

ー B

特別支援保育の体制につい
て、保護者への説明を丁寧に
行いながら、引き続き、その
体制の充実を図っていく。

保育幼稚園課

学童保育所障害児対応指導員配
置への支援

学童保育所が障害のある児童を受入れるため必要と
なる専任の職員の配置にかかる費用を支援します。

補助実施 29か所
 〔実施施設数 29か所(R03   29か所)〕

54,768 B
障害のある児童を受け入れて
いる学童保育所に対して人員
配置にかかる補助を行う。

こども未来課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

学童保育所指導員研修事業

障害児対応を行う学童保育所指導員の専門的知識や
技術等の習得の機会を確保するため、集合研修のほ
か指導員の経験に応じたステージ別研修の導入など
実践的な研修の充実を図っていきます。

指導員のキャリアに応じた階層別研修等を新型
コロナウイルス感染症の影響下であったが、状
況に応じてオンラインと対面、ハイブリッド方
式など、工夫しながら研修を開催しました。ま
た、新たに指導員の交流会を実施し、具体例に
基づくワークを実施しました。

1,092 B

指導員のニーズに応じた研修
項目の実施やオンラインによ
る研修を導入し、保育の質の
向上を図る。

こども未来課

障害の早期発見・早期支援

妊産婦及び乳幼児に対して健康診査を実施し、心身
の発達上の課題を早期に発見し、関係機関と連携し
て、必要な支援につなげます。また、３歳児健康診
査において、すべての受診児が健診会場で屈折検査
機器を用いた視力検査を実施します。

妊娠や乳幼児に対して健康診査を実施し、健康
や発達上の課題、養育環境の課題等の早期発
見、早期対応に努めた。
〔妊婦一般健康診査受診件数 24,889件〕
〔県外妊婦健診受診費用助成
          延べ回数 1,224件〕
〔産婦健康診査受診件数    3,404件〕
〔県外産婦健康診査受診費用助成
          延べ回数 286件〕
〔1か月児健康診査県内受診費用助成1,881件〕
〔1か月児健康診査県外受診費用助成 164件〕
〔４か月児健康診査受診率     98.1％〕
〔10か月児健康診査受診率    95.3％〕
〔１歳６か月児健康診査受診率    97.8％〕
〔３歳児健康診査受診率     96.5％〕

297,943 B

各健康診査を継続して実施す
るとともに、健診の結果、支
援が必要とされた人を適切な
サービスにつなげていく。

こども保健福祉課

特別児童扶養手当の申請受付等

精神又は身体に障害のある20歳未満の児童の福祉増
進を図ることを目的として、その児童の保護者に対
して支給される国の手当に対し、手続きの受付を行
います。

特別児童扶養手当の申請受付件数
414件［新規、更新］ （R03  558件）

ー B

引き続き、特別児童扶養手当
の申請の受付を行う。

こども保健福祉課

育成医療の給付

身体に障害や疾患があり、手術等の医療により、確
実な治療効果が期待される児童に対して、指定医療
機関での医療に対し給付を行います。

育成医療の受給件数 36件（R03 54件） 3,394 B
引き続き、対象児童に対して
の申請受付、給付を行う。 こども保健福祉課

小児慢性特定疾病医療費の申請
受付等

慢性疾患により⻑期にわたり療養を必要とする児童
等の健全な育成を図るため、その治療方法の確立と
普及、家庭の医療費の負担軽減につながるよう、医
療の給付等に対し、手続きの受付を行います。

小児慢性特定疾病医療費の申請受付件数
 348件 （R03  355件）
 ［新規、変更、更新含む]

ー B

引き続き、対象児童に対して
の申請受付等を行う。

こども保健福祉課

小児慢性特定疾病児童日常生活
用具の給付

小児慢性特定疾病に罹患している方の日常生活の便
宜を図るため、特殊寝台などの日常生活用具を給付
します。

日常生活用具の給付件数
 0件  （R03  5件）

0 B
引き続き、小児慢性特定疾病
に罹患している方への日常生
活用具の給付を行う。

こども保健福祉課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

居宅介護、短期入所、日中一時
支援事業

障害のある方の自立支援や保護者のレスパイトを目
的に、ホームヘルパーの派遣や施設への一時的な入
所（ショートステイ）等のサービスを給付します。

居宅介護等     493人（R03  485人）
短期入所   182人（R03  173人）
日中一時支援 191人（R03  149人）

居宅介護等
762,664
短期入所
77,421
日中一時支援
24,442

B
引き続き、必要性を勘案しな
がら、支給決定を行う。

障害福祉課

障害児福祉手当の支給

精神又は身体に重度の障害があるため、日常生活に
おいていつも介護を必要とする20歳未満の方を対象
に支給します。

障害児福祉手当の受給者数
 144人（R03 156人）

27,126 B
引き続き、障害児福祉手当の
支給を行う。

障害福祉課

障害者医療費の助成

身体障害者手帳１〜３級、４級（通院のみ）、療育
手帳、精神保健福祉手帳１級、２級（通院のみ）を
持っている方に、病院などで支払った医療費を対象
に助成します。

障害者医療費助成の受給者数
 8,649人（R03 8,922人）

779,958 B
引き続き、障害者医療費の助
成を行う。

障害福祉課

補装具費の支給

身体に障害のある方に、その障害を補うための義
足、車いすなどの購入や修理に要する費用を支給し
ます。

車いすなど補装具の購入や修理に係る費用を支
給した。
〔支給件数 543件（R03 473件）〕

65,057 B
引き続き、対象児童に対して
の申請受付、給付を行う。

障害福祉課

日常生活用具の給付

重度の身体障害や知的障害のある方の日常生活の便
宜を図るため、特殊寝台（ベッド）や電気式たん吸
引器などの用具を給付します。

ストマ装具、紙おむつ、電気式たん吸引器など
の用具を給付した。
〔給付件数 3,627件（R03 3,454件）〕

78,265 B
引き続き、対象児童に対して
の申請受付等を行う。

障害福祉課

３安心して子どもを産み育てられるまち

　(1)安心して妊娠・出産ができる環境の充実

　　①安全な妊娠・出産への支援の充実

妊婦一般健康診査事業

安全な分娩と健康な子の出生のため、医療機関に委
託して健康診査を実施します。妊娠期から医療機関
と連携することにより、早期に育児や医療等の個別
の支援が必要な家庭を把握し、出産に向けた相談支
援を行います。また、リスクの高い多胎妊娠の妊婦
に対し、通常14回分の妊婦健康診査に加えて、健診
費用の追加助成を実施します。

妊娠の届出時に、⺟子健康手帳とともに妊婦一
般健康診査14回分の受診票を交付。また、里帰
り出産等のため、県外の医療機関で健診を受診
した場合に、健診費用を助成。
〔妊婦一般健康診査延べ受診件数 26,113件〕
            （R3 27,815件）
〔県外妊婦健診受診費用助成
          延べ回数 1,224回〕
（多胎児妊婦健診等費用助成申請件数 6件）

219,754 B

伴走型相談支援を実施する中
で、妊婦一般健康診査の適正
受診を促すと共に、必要に応
じて、妊娠中から支援につな
げていく。

こども保健福祉課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

母子健康手帳の交付

妊娠初期から⺟子健康手帳及び妊婦一般健康診査の
受診票を交付することで、妊婦自身の⺟性意識及び
健康意識の向上を図り、安全な出産につなげます。
また、妊娠届出時のアンケート情報等から、出産や
育児に不安がある妊婦に対して個々の状況に応じた
相談、支援を行います。

妊娠の届出時に、⺟子健康手帳とともに妊婦一
般健康診査１４回分の受診票を交付。
〔妊娠届出時期〕
  妊娠11週以内（3か月以内）89.6％
  妊娠28週以降（8か月以降）  0.6％
〔妊娠届出数 2,157件（R03 2,277件）〕

1,386 B

伴走型相談支援事業、産前産
後サポート事業を実施。妊娠
届出に基づく妊婦の全数面
談、全数把握を行う中で、必
要に応じて早期支援につなげ
る。

こども保健福祉課

育児学級「パパママ教室」

妊婦とその家族を対象に、妊娠・育児に関して模擬
体験を交えた具体的な指導を行うことにより、⺟性
父性の健全な育成を図ります。

パパママ教室を開催。年間20回開催のうち、5
回は父親の参加を促進するため、日曜日に開催
した。また、希望者で、妊娠週数が教室対象週
数（28週未満）以降の妊婦に対しては、自宅に
出向いて訪問パパママ教室を実施。
〔パパママ教室参加者：
   妊婦275人、家族269人 計 544人
              (R03 440人)〕
〔訪問パパママ実施件数： 48件〕

41 B

引き続き、健全な⺟性、父性
の育成を図るため、参加者の
ニーズに合わせた教室を開催
し、出産を迎えるにあたって
の不安を解消する。

こども保健福祉課

産前・産後サポート事業

妊産婦が安心して赤ちゃんとの生活を送ることがで
きるように、妊娠中から出産後まで保健師等が電話
相談や家庭訪問等による相談支援を行いながら、
個々の状況に応じた継続支援につなげます。

妊娠届出時のアンケート等から、妊娠中や産後
の生活に不安のある妊婦を把握し、電話相談や
訪問指導による支援を行った。
〔産前：電話相談276件 訪問 9件 手紙86件〕
〔産後：電話相談 26件 訪問104件 来所1件〕

2,429 B

引き続き、妊婦の全数把握を
行い、必要に応じて関係機関
と連携して早期支援を実施す
る。

こども保健福祉課

産婦健康診査事業

出産後１か月頃までの早期に、⺟体の回復状況や授
乳状況、精神状態を把握し、早期に必要な支援につ
なぐことで産後うつ等を予防するため、医療機関に
委託して健康診査を実施します。

妊娠の届出時に、⺟子健康手帳とともに産婦健
康診査２回分の受診票を交付。また、里帰り出
産等のため、県外の医療機関で健診を受診した
場合に、健診費用を助成。
県内  産後2週間1,455件  産後1か月1,949件
県外  286件  合計 3,690件
(R03  県内3,307件  県外337件  合計3,644件)

1,820 B

引き続き、出産後の産婦の心
身の状況を把握し、産科医療
機関と連携して継続した支援
を行っていく。

こども保健福祉課

不妊治療費の助成
不妊治療を行っている夫婦に対し、不妊治療に要す
る費用の一部を助成します。

不妊治療費の助成 延 779人(R03 延980人) 49,768 B
引き続き、治療に要する費用
の一部を助成する。

こども保健福祉課

不育症治療費の助成

妊娠しても流産や死産等を繰り返す不育症の治療を
行っている夫婦に対し、治療費の一部を助成しま
す。

不育症治療費の助成 4人（R03 13人） 322 B
引き続き、治療に要する費用
の一部を助成する。 こども保健福祉課

　　②妊娠期からの途切れのない相談体制の充実



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

妊産婦・乳幼児相談

妊娠期から出産、育児期に至るまでの様々な機会を
通じて、子育て世代包括支援センターとして電話で
の相談やすくすくルーム等で来所相談を実施するこ
とで、育児不安の早期解消に努めます。

⺟子健康手帳交付時をはじめ、妊産婦および乳
幼児の保護者に対し、電話相談、育児相談事
業、すくすくルームでの相談等を実施。
・妊産婦乳幼児相談
  電話相談 11,653件 (R03  11,637件)
  来所相談 1,651件 (R03  1,087件)
・すくすくﾙｰﾑ利用者 1,396人(R03 1,271人）

ー B

引き続き、妊娠届出時の面
談、こんにちは赤ちゃん訪問
等の機会を利用して、全ての
妊産婦、子育て家庭に対し
て、適切な情報提供と相談支
援を実施する。

こども保健福祉課

妊産婦・乳幼児訪問指導

妊娠・出産・育児に関し、保健師や助産師が家庭訪
問による相談に応じ、必要な指導助言を行うととも
に、関係機関と連携して適切な支援を提供すること
で、保護者の育児不安の解消に努めます。

個々に応じた生活指導や育児指導を行うため、
助産師や保健師、管理栄養士等が必要時、家庭
訪問による支援を実施。
また、産後早期に家族の支援が得られず、心身
の状況に不安がある産婦に対しては、産科医療
機関、三重県助産師会等に委託し、産後ケア事
業を実施した。
〔妊産婦乳幼児訪問指導件数〕
  妊産婦 延べ1,382件（R03 1,702件）
     乳幼児（新生児・未熟児含む）
       延べ1,591件（R03 1,917件）
 (こんにちは赤ちゃん訪問員の訪問を除く)
〔産後ケア事業利用件数〕
R04 産婦237人 延べ 633件
（訪問型260件 デイケア型317件 宿泊型56件）
（R03 産婦94人 延べ 277件）
〔多胎児産後ケア事業〕※Ｒ04新規
Ｒ04 産婦9人 延べ22回

11,579 B

引き続き、妊娠期から子育て
期の家庭の養育環境を把握
し、必要に応じて生活指導や
育児指導を行うと共に、産後
ケア事業の周知に努めること
で、産後の育児不安の軽減を
図る。

こども保健福祉課

こんにちは赤ちゃん訪問事業

おおむね生後４か月に達するまでの乳児がいる家庭
を赤ちゃん訪問員等が全⼾訪問し、子育て支援に関
する情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に
対しては適切なサービス提供につなげます。

ＮＰＯ法人体験ひろば☆こどもスペース四日市
に事業の一部を委託し、市の助産師、保健師等
とこんにちは赤ちゃん訪問員が連携して訪問を
実施。
〔訪問内訳（実件数）〕
 市職員753件(うち、継続支援者483件)
 （R03  730件(462件)）
 こんにちは赤ちゃん訪問員
  1,541件(うち、市の継続支援者208件)
 （R03 1,519件(261件)）

8,374 B

引き続き、乳児家庭を全数把
握するため、こんにちは赤
ちゃん訪問員と連携しながら
全⼾訪問を実施し、子育て情
報の提供を行うと共に、必要
に応じた支援につなぐ。

こども保健福祉課



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

親子支援事業「パンダひろば」

生後６か月未満の乳児を持つ保護者同士が、育児に
関する不安や悩みを共有し、気軽に保健師等に相談
できるようにすることで、乳児家庭の孤立感を軽減
するとともに、親子の絆づくりと仲間づくりを目的
として実施します。また、心身の負担が⼤きく孤立
しやすい多胎児を抱える保護者の負担が軽減できる
よう、多胎児を抱える保護者同士が不安や悩み、喜
びを共有できる場を定期的に開催します。

生後６か月未満の乳児と保護者を対象に、育児
に関する不安や悩みを共有し、仲間づくりの
きっかけをつくるためのパンダ教室を開催。
また、多胎児親子を対象に仲間づくりを目的と
した教室「さくらんぼひろば」を月1回開催。
・パンダひろば参加人数  12回390組
          （R03 9回354組）
・さくらんぼひろば参加人数 12回74組
        （R03 9回43組）

162 B

引き続き、育児の不安や悩み
を共有できる仲間づくりの
きっかけとして、パンダひろ
ばを開催し、参加者のニーズ
に合わせた情報提供等を行っ
ていく。

こども保健福祉課

育児相談事業

乳幼児の発育発達支援及び保護者の育児不安の解消
を目的に、「すくすくルーム」において、育児・栄
養・生活習慣などに関する相談・指導を行い、必要
に応じて適切な支援につなげます。

すくすくﾙｰﾑ利用者 1,396人(R03  1,271人) 3,752 B

引き続き、気軽に立ち寄れる
相談室として、すくすくルー
ムの周知や、電話相談につい
ての情報提供を行う。

こども保健福祉課

心理発達相談事業

健診や育児相談における乳幼児の発達や保護者の育
児不安などに対して、心理発達相談員が乳幼児の発
達検査や育児相談及び指導を行い、必要に応じてこ
ども発達支援課や専門機関を紹介し、早期支援につ
なげます。

乳幼児相談事業や、1歳6か月児および3歳児健
康診査の事後指導として、幼児の発達や保護者
の育児不安等に対して、心理発達相談員が相
談・指導を行うとともに、必要時専門機関へつ
ないだ。
心理発達相談件数 499件（R03  456件）

2,728 B

引き続き、こども発達支援課
と随時連携しながら、幼児健
診の事後指導として心理発達
相談を実施し、早期に適切な
支援につなげる。

こども保健福祉課

子育て支援事業での育児相談事
業

子育て支援センター及び保育園や幼稚園のあそぼう
会、あそび会等に保健師や栄養士が出向き、育児の
相談を行います。

保健師および管理栄養士が、各子育て支援セン
ター等に定期的に出向いた他、保育園・幼稚園
のあそぼう会等で育児相談を実施。
〔子育て支援センター ：12箇所92回〕
         （R03：12箇所57回)
〔保育園・幼稚園など：9か所18回〕
          （R03：3か所3回)

ー B

引き続き、子育て支援セン
ターや保育園等に保健師や管
理栄養士が定期的に出向き、
育児相談を実施する。

こども保健福祉課

親子教室「ラッコ」、「イル
カ」

各種健診・相談において、発達の課題や育児不安が
疑われる幼児と保護者を対象に、定期的な集団指導
を行うことにより、児の発達を促すための適切な関
わり方を学ぶ機会を設け、育児不安の解消を図ると
ともに、必要に応じて専門機関へつなぎます。

ラッコ教室（概ね2歳6か月まで）参加者
  月1回（計12回）延103組（R03 81組）
イルカ教室（概ね2歳6か月以降）参加者
  月1回（計12回）延 100組（R03 66組）
※R03は感染症予防で開催できない月があった

444 B

引き続き、こども発達支援課
と随時連携しながら、幼児健
診の事後指導として、教室を
実施し、必要に応じて専門機
関につなげる。

こども保健福祉課

　(2)親と子の健康確保と安心して育児ができる環境の促進

　　①乳幼児の健康診査・予防接種等の充実



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

乳児一般健康診査（４か月児・
10か月児）

４か月児、10か月児を対象に健康診査を医療機関に
委託して実施し、成⻑や育児の確認をするととも
に、問題を早期に発見し、適切な措置につなげま
す。さらに、生後１か月の乳児が産科等で受診する
１か月健診の受診費用の助成について検討していき
ます。

 ４か月児健康診査受診率  98.1%(R03  97.1%)
10か月児健康診査受診率  95.3%(R03  95.9%)
1か月児健康診査補助件数 2,045件

41,315 B

こんにちは赤ちゃん訪問等を
通じて、乳児健診の受診勧奨
を行うと共に、4か月・10か月
健診の未受診者については、
状況把握を行う。

こども保健福祉課

１歳６か月児健康診査

１歳６か月児を対象に健康診査を実施し、心身の問
題を早期に発見し、適切な支援につなげるととも
に、生活や育児に関する指導を行い、健康の保持及
び増進を図ります。

1歳6か月児健康診査受診率 97.8％
          （R03 96.7％)
年間36回、60診察の1歳6か月児健康診査を実
施。対象者への個人通知を実施するとともに、
未受診者には、アンケートによる受診勧奨や電
話、訪問を実施。

8,607 B
引き続き、要経過観察児の支
援に努め、未受診時の状況把
握を行う。

こども保健福祉課

３歳児健康診査

３歳児を対象に、健康診査を実施し、心身の問題を
早期に発見するとともに、生活習慣の自立や育児に
関する指導を行い、健康の保持及び増進を図りま
す。また、すべての受診児に健診会場で屈折検査機
器を用いた視力検査を実施します。

3歳児健康診査受診率 96.5％(R03  94.2％)
年間36回、60診察の3歳児健康診査を実施。
対象者への個人通知を実施するとともに、未受
診者には、アンケートによる受診勧奨や電話、
訪問を実施。

10,139 B
引き続き、要経過観察児の支
援に努め、未受診時の状況把
握を行う。

こども保健福祉課

新生児聴覚検査

耳の聞こえの障害を早期に発見し、早期対応を図る
ため、出産後、産科医療機関で実施する新生児聴覚
検査の受診費用の一部を助成します。また、低所得
者に対しては検査費用全額を助成します。

検査費用のうち上限3000円を助成。また、低所
得者に検査費用の全額助成を実施。

〔県内受診検査費用助成 1,680件〕
〔県外受診検査費用助成    162件〕
〔低所得者への検査費用助成 0件〕

5,556 B

引き続き、検査の重要性につ
いて啓発を行うとともに、検
査の結果、再検査が必要と
なった児の保護者に対して
は、不安軽減に努める。

こども保健福祉課

予防接種

感染症の予防と流行阻止のために予防接種法で定め
られた予防接種を行うとともに、任意予防接種であ
るおたふくかぜワクチンついて、接種費用を助成す
ることで、保護者の経済的負担の軽減を図ります。

・定期予防接種の実施
・任意予防接種（おたふくかぜ）接種費用助成
の実施
・定期予防接種県外医療機関実施費用助成の実
施
・特別な理由による予防接種再接種費用助成の
実施
・ＨＰＶ任意接種費用補助の実施

9,315 B

定期予防接種については、個
人通知による接種勧奨を行
う。また、任意予防接種につ
いては、費用助成制度の周知
に努めていく。

こども保健福祉課

　　②妊産婦・乳幼児の歯科保健対策の充実



取り組み・事業 実施概要 R4取組結果（実績）
R4決算額
（千円）

Ｒ４
評価

評価のポイント
（AまたはCの場合に限

る）

令和５年度の取組に
向けた方向性

担当課

妊婦歯科健康診査

妊婦の⻭科保健への関心を高め、また、胎児及び乳
幼児の⻭科に関する健康状態の向上を図るため、妊
娠期間中の⻭科医療機関での⻭科健診に要する費用
の助成について検討していきます。

妊婦⻭科健康診査 710人(R03 910人) 2,524 B
引き続き、妊娠届出時に妊婦
⻭科健診の受診について、周
知を行う。

こども保健福祉課

幼児歯科健康診査

幼児と保護者を対象に、むし⻭予防の啓発と指導、
幼児の健診を行い、乳⻭・永久⻭の健全な育成、保
持を図ります。

幼児⻭科健康診査 957人(R03 1,537人) 3,946 B
引き続き、幼児⻭科健診につ
いて、個人通知による受診勧
奨を実施する。

こども保健福祉課

歯科相談

妊産婦・乳幼児の口腔内の健康保持のため、育児相
談事業等において、⻭科保健及び生活習慣などに関
する相談・指導を行います。

1歳のバースデー⻭科教室 年25回開催299組
(R03 225組)
2歳のバースデー⻭科教室 年24回開催232組
(R03 119組)
⻭科医師による⻭科来所相談 27件(R03 19
件)

ー B
引き続き、こんにちは赤ちゃ
ん訪問や広報等により、⻭科
教室の周知に努めていく。

こども保健福祉課

　　③望ましい生活習慣の推進

乳幼児食教室の開催
乳幼児の保護者を対象に、乳幼児期の食生活の指導
を通じて、児の健やかな成⻑を支援します。

乳幼児食教室を対象児の月齢にあわせて実施。
 前期：5〜8ヶ月児対象   年18回開催265組
                (R03 164組)
 後期：9〜12ヶ月児対象 年12回開催150組
                (R03 81組)

77 B

参加者のニーズや関心に沿い
ながら、引き続き乳幼児期の
食生活に関する相談指導を
行っていく。

こども保健福祉課

子どもの生活リズム向上事業の
実施

「早ね早おき朝ごはん」推進運動のもと、モデル
園･校を指定し、子どもの生活習慣の確立や向上に
向けて、保護者や園･学校等が連携して取り組みを
進めます。
 また、保護者・教職員等を対象に、研修会を実施
します。

・子どもの生活リズム全般の改善について、6
学校園の生活リズム推進委員会に事業委託を行
い、学校園と地域・家庭が連携した取組を行っ
た。

461 B
学校園と地域・家庭と連携
し、子どもの生活習慣改善に
向けた取組を行っていく。

こども未来課

かかりつけ医の推進・健康相談
等の周知

病気やけがの際に受診したり、日常の健康相談を受
け持つかかりつけ医を持つことを勧めるとともに、
急病や受診の判断に迷う場合などの医療機関案内や
相談機関の周知に努めます。

かかりつけ医の診療時間外にあたる日曜、祝日
に急病等になった場合、受診することができる
応急診療所を開設し、広報等により周知を図っ
た。
また、こんにちは赤ちゃん訪問時に、「子ども
の救急対応マニュアル」を各⼾配布し、救急医
療情報ネット等の情報や相談機関を周知した。

96 B

また、妊産婦乳幼児に対して
は、引き続きかかりつけ医の
推進および相談機関の周知に
努めていく。

保健企画課
保健予防課
こども保健福祉課


